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議案第１２号 

平成３１年度新庄市公共下水道事業特別会計予算 
 

 平成３１年度新庄市の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，５９４，７８０千円と定める｡ 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
（債務負担行為） 
第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負 
 担行為」による。 
（地 方 債） 
第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、 
 利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 



金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算
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（単位：千円）歳 入

項

分 担 金 及 び 負 担 金1 10,323

分 担 金1 7,178

負 担 金2 3,145

使 用 料 及 び 手 数 料2 375,761

使 用 料1 375,760

手 数 料2 1

国 庫 支 出 金3 291,000

国 庫 補 助 金1 291,000

繰 入 金4 408,764

一 般 会 計 繰 入 金1 408,764

繰 越 金5 1

繰 越 金1 1

諸 収 入6 17,631

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料1 1

雑 入2 17,630

市 債7 491,300

市 債1 491,300

1,594,780歳              入              合              計
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金          額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 297,656

総 務 管 理 費 1 108,159

施 設 管 理 費 2 189,497

2 建 設 費 628,865

下 水 道 建 設 費 1 628,865

3 公 債 費 668,259

公 債 費 1 668,259

1,594,780歳              出              合              計
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第 ２ 表  債 務 負 担 行 為 

（単位 千円） 

事      項 期     間 限    度    額 

水 洗 便 所 改 造 等 資 金 利 子 補 給 

（平成３１年度） 
平成３２年度から平成３６年度まで 

融資総額 3,000 千円の融資残高に対し、年 1.20％以内の

割合で計算した額 

 

 

第 ３ 表  地 方 債 

（単位 千円） 

起 債 の 目 的           限 度 額      起債の方法 利 率      償 還 の 方 法           

公 共 下 水 道 事 業 ４９１，３００ 
借入先との

協定による。 
借入先との

協定による。 
借入先の貸付条件による。ただし、財政上の

都合により償還年限を短縮しまたは低利債

に借り換えることができる。 

 



 

予 算 に 関 す る 説 明 書             

 

（公 共 下 水 道      ） 

 

 

 



１ 総 括
（単位：千円）

1 分 担 金 及 び 負 担 金

2 使 用 料 及 び 手 数 料

3 国 庫 支 出 金

4 繰 入 金

5 繰 越 金

6 諸 収 入

7 市 債

（単位：千円）

1 総 務 費

2 建 設 費

3 公 債 費

歳 入

本 年 度 予 算 額

10,323

375,761

17,631

139,757

比  較

6,521

△39,810 291,000 250,700 10,323 76,842

1,594,780

款

歳 入 合 計

前 年 度 予 算 額

291,000

1

1,650,346

320,850

1

408,764 408,645

491,300 502,800

13,603

365,602

38,845

比    較

△29,850

0

△21,214

△55,566

119

△11,500

△3,280

10,159

408,7651,594,780 1650,346

14,447

△55,566 291,000

283,209297,656

668,259 698,462 △30,203 203,100 325,402

668,675

歳 出

37,500

491,300

253,635

403,715

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

歳 出 合 計

款 本年度予算額 前年度予算額

628,865

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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２　歳　入

（単位：千円）分担金1分担金及び負担金（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

7,118現年賦課分18,831公共下水道事業費1 △1,6537,178 7,118分担金

分担金

60滞納繰越分2 60分担金滞納繰越分

△1,6538,8317,178計

負担金（項） 2分担金及び負担金（款） 1

3,085現年賦課分14,772公共下水道事業費1 △1,6273,145 3,085受益者負担金

負担金

60滞納繰越分2 60受益者負担金滞納繰越分

△1,6274,7723,145計

使用料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

375,147公共下水道事業使1365,601使用料1 10,159375,760 375,147公共下水道事業使用料

用料

613公共下水道施設使2 605最上圏域下水道共同管理協議会施設使用料

用料 8その他施設使用料

10,159365,601375,760計

手数料（項） 2使用料及び手数料（款） 2

1督促手数料11督促手数料1 01 1督促手数料

011計

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 3

291,000公共下水道事業費1320,850公共下水道事業費1 △29,850291,000 65,000社会資本整備総合交付金(汚水)

補助金国庫補助金 226,000社会資本整備総合交付金(処理場)
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公共下水道事業特別会計 3  国庫支出金

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 3

△29,850320,850291,000計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 4

408,764一般会計繰入金1408,645一般会計繰入金1 119408,764 408,764一般会計繰入金

119408,645408,764計

繰越金（項） 1繰越金（款） 5

1前年度繰越金11繰越金1 01 1前年度繰越金

011計

延滞金、加算金及び過料（項） 1諸収入（款） 6

1延滞金11延滞金1 01 1延滞金

011計

雑入（項） 2諸収入（款） 6

17,630雑入138,844雑入1 △21,21417,630 17,630雑入

△21,21438,84417,630計

市債（項） 1市債（款） 7

491,300公共下水道事業債1502,800公共下水道事業債1 △11,500491,300 283,000公共下水道事業債（一般分）

36,600公共下水道事業債(特別措置分)

134,200資本費平準化債

37,500公営企業会計適用債

△11,500502,800491,300計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 105,071 94,552 10,519 37,500 67,571 1報 酬 1,921 職員給与費 24,641

費 退職手当組合負担金 6,034
2給 料 13,969 公務員災害補償基金負担金 88

一般管理事業費 74,308
3職 員 手 当 等 12,539   下水道事業運営審議会委員報酬 120

  嘱託職員報酬 1,801
4共 済 費 4,528   社会保険料 273

　普通旅費 5
9旅 費 5 　消耗品費 40

  通信運搬費 58
11需 用 費 40   下水道使用料徴収等事務委託料 15,014

　地方公営企業法適用支援業務委

12役 務 費 58 　託料 36,856

　公営企業会計システム構築業務

13委 託 料 65,455 　委託料 10,109

　公営企業会計システム保守業務

19負担金､補助 1,651 　委託料 776
及 び 交 付 金 　地方公営企業法適用に伴う例規

　整備支援業務委託料 2,700
23償還金､利子 120   日本下水道協会負担金 81

及 び 割 引 料 　山形県下水道協会負担金 24

　第二庁舎管理負担金 1,546
27公 課 費 4,785 　下水道使用料還付金 50

　受益者負担金返還金 70

  消費税納付金 4,785

2普及対策 3,088 3,131 △43 1,567 1,521 1報 酬 2,036 普及対策事業費 3,088

費   嘱託職員報酬 2,036
4共 済 費 324   社会保険料 324

  消耗品費 71
11需 用 費 78 　印刷製本費 7

  手数料 8
12役 務 費 8 　看板製作業務委託料 70
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公共下水道事業特別会計 1  総務費

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費

13委 託 料 596 　地上権設定等業務委託料 426

  区分地上権設定嘱託登記業務委

19負担金､補助 46 　託料 100
及 び 交 付 金   水洗便所改造等資金融資斡旋利

　子補給金 46

計 108,159 97,683 10,476 37,500 69,138 1,521

（款） 1 総務費 （項） 2 施設管理費

1処理場管 167,211 167,512 △301 162,211 5,000 2給 料 4,789 職員給与費 8,704

理費 処理場維持管理事業費 158,507
3職 員 手 当 等 2,386   消耗品費 4,851

  燃料費 290
4共 済 費 1,529   光熱水費 26,500

  修繕料 2,553
11需 用 費 34,194   通信運搬費 54

　手数料 81
12役 務 費 237   保険料 102

  施設管理業務委託料 43,526
13委 託 料 43,956   除排雪業務委託料 430

　最上圏域下水道共同管理協議会

19負担金､補助 80,120   負担金 80,120
及 び 交 付 金

2管渠管理 22,286 18,014 4,272 22,286 11需 用 費 11,165 管渠維持管理事業費 22,286

費   光熱水費 1,650
12役 務 費 543   修繕料 9,515

  通信運搬費 502
13委 託 料 10,345   保険料 41

　下水道台帳整備業務委託料 2,050
14使 用 料 及 び 83   施設管理業務委託料 8,295

賃 借 料   土地借上料 83

  原材料費 150
16原 材 料 費 150

計 189,497 185,526 3,971 184,497 5,000
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（款） 2 建設費 （項） 1 下水道建設費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1建設総務 9,085 8,928 157 9,085 2給 料 4,434 職員給与費 9,085

費
3職 員 手 当 等 3,139

4共 済 費 1,512

2施設建設 619,780 659,747 △39,967 291,000 250,700 10,323 67,757 2給 料 8,566 管渠建設事業費(汚水補助) 131,787

費   普通旅費 18
3職 員 手 当 等 3,973   消耗品費 603

  燃料費 200
4共 済 費 2,539   印刷製本費 30

  修繕料 120
9旅 費 81   通信運搬費 250

  手数料 9
11需 用 費 3,478   保険料 54

  土木積算システム借上料 431
12役 務 費 443 　会場借上料 20

　工事請負費 128,000
13委 託 料 446,000 　備品購入費 43

　補償補填及び賠償金 2,000
14使 用 料 及 び 451   自動車重量税 9

賃 借 料 管渠建設事業費(単独) 24,130

  工事請負費 23,630
15工 事 請 負 費 151,630 　補償補填及び賠償金 500

管渠建設事業費(純単独) 15,306
18備 品 購 入 費 43 　職員給与費 15,078

  普通旅費 63
19負担金､補助 60   消耗品費 55

及 び 交 付 金   燃料費 30

  通信運搬費 20
22補 償 、 補 填 2,500   研修負担金 60

及 び 賠 償 金 処理場建設事業費（補助） 414,557
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公共下水道事業特別会計 2  建設費

（款） 2 建設費 （項） 1 下水道建設費

27公 課 費 16 　消耗品費 2,220

　燃料費 100

  修繕料 120

　通信運搬費 50

  手数料 9

  保険料 51

  測量設計業務委託料 412,000

  自動車重量税 7

処理場建設事業費（単独） 34,000

　測量設計業務委託料 34,000

計 628,865 668,675 △39,810 291,000 250,700 10,323 76,842

（款） 3 公債費 （項） 1 公債費

1元金 567,954 587,076 △19,122 203,100 89,757 275,097 23償還金､利子 567,954 市債元金 567,954
及 び 割 引 料

2利子 100,305 111,386 △11,081 50,000 50,305 23償還金､利子 100,305 市債利子 100,305
及 び 割 引 料

計 668,259 698,462 △30,203 203,100 139,757 325,402
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  給    与    費    明    細    書 

１．特別職 

区          分 

 

 

職員数 

 

（人） 

給 与 費                      

 

共 済 費 

 

(千円) 

 

 

合 計 

 

(千円) 

備 考 報 酬 

 

(千円) 

給 料 

 

(千円) 

期末手当(千円) 

年間支給率 

(月分) 

調 整 

手 当 

(千円) 

寒冷地

手 当 

(千円) 

その他の

手 当 

(千円) 

計 

 

(千円) 

本 年 度 12 3,957  
  

  3,957 597 4,554 
 

前 年 度 12 3,957  
  

  3,957 610 4,567 
 

比 較     
 

   △13 △13 
 

 

２．一般職 

（１）総 括 

区 分 

 

 

職 員 数 

 

(人) 

給 与 費                 
 

 

共 済 費 

 

(千円) 

 

 

合 計 

 

(千円) 

備 考 

報 酬 

(千円) 

給 料 

(千円) 

職 員 手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度 7  31,758 21,917 53,675 9,747 63,422  

前 年 度 7  31,275 21,754 53,029 9,523 62,552  

比 較 0  483    163 646 224 870  
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職

員 

手

当 

の 

内

訳 

区 分 

扶 養 

手 当 

 

(千円) 

住 居 

手 当 

 

(千円) 

通 勤 

手 当 

 

(千円) 

単 身 

赴 任 

手 当 

(千円) 

特 殊 

勤 務 

手 当 

(千円) 

管 理 職 

手 当 

 

(千円) 

管 理 職 

特 別 

手 当 

(千円) 

時 間 外 

手 当 

 

(千円) 

宿 日 直 

手 当 

 

(千円) 

教 員 

特 別 

手 当 

(千円) 

期 末 

手 当 

 

(千円) 

勤 勉 

手 当 

 

(千円) 

地 域 

手 当 

 

(千円) 

寒 冷 地 

手 当 

 

(千円) 

退 職 手

当 組 合

負 担 金 

(千円) 

本 年 度 894  413   250  1,008   7,547 5,328  443 6,034 

前 年 度 1,056  140   205  1,008   7,597 5,191  456 6,101 

比 較 △162  273   45     △50 137  △13 △67 

 

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 

区 分       増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説 明           備 考                 

給 料       483 

給与改定に伴う増減分    33 給料表改定 

普通昇給に伴う増加分     282 平均昇給間差額  2,643 円 

 

平均昇給率  0.65% 

昇給職員数 

  昇  給  期        職  員  数 

    １月             ７ 人 

制度改正に伴う増減分    

その他の増減分 168 会計間の異動等 

職員数の異動状況 

     本年度       ７ 人 

     前年度       ７ 人 

     増  減      ０ 人 
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職 員 手 当       163 

給与改定に伴う増減分 316 勤勉手当 

その他の増減分 △153 会計間の異動等 

 

（３） 給料及び職員手当の状況 

ア．職員 1人当り給与 

区              分                     行 政 職               

 

平成３１年 1月１日現在 

平均給料月額       （円） ３５５，８８８ 

平均給与月額       （円） ３９６，１７１ 

平 均 年 齢      （歳・月）       ４８・０６   

平成３０年 1月１日現在 

平均給料月額       （円） ３４７，５７１ 

平均給与月額       （円） ３７４，０９１ 

平 均 年 齢      （歳・月）       ４６・００   
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イ．初 任 給 

区 分             行 政 職          （円） 
国 の 制 度               

  行 政 職          （円） 

高 校 卒             １５０，８００ １４８，６００ 

大 学 卒             １８３，６００ １８０，７００ 

 

ウ．級別職員数 

区 分         

行         政         職                         

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 

平成３１年１月１日現在 

６級   ５級 4 57.1 ４級 1 14.3 

３級 1 14.3 ２級   １級 1 14.3 

 計 7 100.0 

平成３０年１月１日現在 

６級   ５級 4 57.1 ４級 1 14.3 

３級 1 14.3 ２級   １級 1 14.3 

 計 7 100.0 
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    （級別の標準的な職務内容） 

区 分     ６ 級     ５ 級     ４ 級     ３ 級     ２ 級     １ 級     

行  政  職 

課    長 

 

主    幹 

室        長 

 

担 当 主 査 

係    長 

 

主    査 

主        任 主  事・技  師 主  事・技  師 

   

エ．昇給 

区 分                 合 計         
代 表 的 な 職 種                     

行 政 職                技 能 労 務 職                

本 

   

年 

   

度 

   職   員   数（Ａ）（人）            ７            ７  

   昇給に係る職員数（Ｂ）（人）            ７            ７  

号給数別内訳 

３号給以下  （人）            ２              ２    

４号給    （人）            ５            ５  

５号給以上  （人）    

    比      率    （Ｂ）／（Ａ）（％）          １００.０          １００.０  

前 

   

年 

   

度 

   職   員   数（Ａ）（人）            ７            ７  

   昇給に係る職員数（Ｂ）（人）            ７            ７  

号給数別内訳 

３号給以下  （人）            ２              ２    

４号給    （人）            ５            ５  

５号給以上  （人）    

    比      率    （Ｂ）／（Ａ）（％）          １００.０          １００.０  
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  オ．期末手当・勤勉手当 

区 分         
支 給 期 別 支 給 率                     

支給率計（月分） 
職制上の段階、職種の 

級等による加算措置 
備 考 

６月（月分） １２月（月分） 

本 年 度         ２．１７５（１．１５） ２．１７５（１．１５） ４．３５（２．３０） 有 括弧書きは再任用職員 

前 年 度         ２．０７５（１．０７５） ２．２２５（１．１７５） ４．３（２．２５） 有 括弧書きは再任用職員 

 

  カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分         
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）
その他の加算措置等 備 考 

支 給 率 等         ２４．５８６８７ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 
早期退職者に 

２～４５％加算 
 

 

  キ．その他の手当 

区 分         国の制度との異同         差 異 の 内 容                 

扶 養 手 当         同      じ  

住 居 手 当         同      じ 
 

通 勤 手 当         異 な る         
交通機関利用者    運賃相当額 

自動車等利用者    2,500 円～44,900 円 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末迄の支出額 

       又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

 
（単位 千円） 

事     項 限  度  額 

前 年 度 ま で の 

支 出 ( 見 込 ) 額 

当 該 年 度 以 降 の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特  定  財  源 
一般財源 

期    間 金 額 期    間 金 額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 

水洗便所改造等資金利子補給

(平成２８年度) 

融資総額 3,000 千円の融資残

高に対し年1.40%以内の割合で

計算した額 

平成 28 年度から

平成 30 年度まで 
    18 

平成 31 年度から 

平成 33 年度まで 
1     1 

水洗便所改造等資金利子補給

(平成３０年度) 

融資総額 3,000 千円の融資残

高に対し年1.10%以内の割合で

計算した額 

平成 30 年度 9 
平成 31 年度から 

平成 35 年度まで 
26     26 

水洗便所改造等資金利子補給

(平成３１年度) 

融資総額 3,000 千円の融資残

高に対し年1.20%以内の割合で

計算した額 

－ － 
平成 32 年度から 

平成 36 年度まで 
59     59 
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末に 

おける現在高の見込みに関する調書 
（単位 千円） 

区 分           平成 29 年度末現在高 平成 30年度末現在高見込額 
平成 31 年度中増減見込額 

平成 31 年度末現在高見込額 
平成 31 年度中起債見込額 平成３１年度中元金償還見込額 

公 共 下 水 道 事 業 債 ７，００８，４４０ ６，９３２，２７０ ５０９，１００ ５６７，９５４ ６，８７３，４１６ 
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